
0

1 頁平成20年 2月13日  13時50分  作成

04 衛生費

01 保健衛生費

01 保健衛生総務費

健康対策課

作　成　者：財政課　３（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

当初予算

1501000000

040354

064

00

0

00

妊婦・乳幼児健康診査事業

前 年 度

子育てを支援し、お年寄りが元気な

健康づくり・保健サービスの充実

安心して健やかにくらせる健康と福

『ひと』がいきいき

0

62,7880000

62,78867,69751,05851,058

前 年 度

現計予算当初予算

0

歳出予算事業概要書

県支出金

4 16共済費
7 210賃金
8 9,771報償費

11 657需用費
12 1,853役務費
13 49,898委託料
18 備品購入費
19 383負担金補助及び交付

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

担の軽減に努める。
また、妊婦への健康診査を実施することで、母体や胎児の健康の保持、増進を図る。

・乳児一般健康診査

に、障害の早期発見と養育支援、育児に関する相談及び指導、助言を行うことで、育児負
乳幼児に対して総合的な健康診査を実施し、身体発育、精神発達の状態を把握するととも

単価は26,560円で中国4県は統一されている。島根県のみ33,480円。
鳥取県内の他市町村の状況は別添のとおり。

指導と治療を行うことで、母性と胎児の健康の保持が図れる。
妊娠中毒症やB型肝炎ウイルスキャリア等の妊娠中の異常を早期に発見し、
積極的な健康診査の受診へとつながる。
健康診査の実施回数を増やすことで妊娠出産にかかる経済的不安を軽減し、
妊娠妊婦には、計１０回の健康診査を実施する。
妊婦に対して、５回の医療機関における健康診査を実施する。なお、多胎
・妊婦一般健康診査
個別通知し、毎月３単位（１単位は半日）保健センターで集団方式で実施
・３歳児健康診査
個別通知し、毎月２単位（１単位は半日）保健センターで集団方式で実施
・１歳６ヶ月児健康診査
個別通知し、毎月２単位（１単位は半日）保健センターで集団方式で実施
・６ヶ月児健康診査
乳児期における心身の異常等を早期発見でき、適切な治療や指導が行える。
生後３～４ヶ月時に１回、９～１０ヶ月時に１回、委託医療機関で個別方式にて実施

母子保健法第１２条、１３条、発達障害者支援法第５条

１　財源内訳
　すべて一般財源

　

会計 001 一般会計 04款 01項 01目 06400000事業 1頁



0

1 頁平成20年 2月13日  13時51分  作成

04 衛生費

01 保健衛生費

01 保健衛生総務費

健康対策課

作　成　者：財政課　３（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

当初予算

1501000000

043243

066

00

0

00

５歳児健康診査事業

前 年 度

子育てを支援し、お年寄りが元気な

健康づくり・保健サービスの充実

安心して健やかにくらせる健康と福

『ひと』がいきいき

0

1,372000134

1,5061,7431,9601,506

前 年 度

現計予算当初予算

0

歳出予算事業概要書

県支出金

15 1348 972報償費 国庫 02 02 02 007
11 72需用費 次世代育成支援対策交付金
12 30役務費
13 432委託料
18 備品購入費

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

発達障がい児及びその疑いのある５歳児を対象とし、つぎの事業を実施する。

に対し就学に向けた適切な支援を行う。
３歳児健診時には発見が困難である発達障がいを早期に発見して、対象児及び保護者

　　　　　　　　る児に対し、就学までの支援策の検討を行なう。
　　　　　　　　適切な対応を行なうことができるよう支援する。また、発達障がいのあ
（３）就学前教室　１教室４回とし、年３教室実施。保護者が発達障がいの特性を理解し
　　　　　　　　が適切な支援を行なう。また、必要に応じて専門機関の紹介を行なう。
　　　　　　　　を保健センターで月一回実施。脳神経小児科医師、保健師、臨床心理士
（２）発達健診　　発達障がいの疑われる児に対する健診及びその保護者からの相談対応
　　　　　　　　相談に応じる。
　　　　　　　　保護者及び保育士等に対し、園及び家庭においての問題行動についての
（１）巡回相談　　市内保育園、幼稚園(５６箇所)を臨床心理士等の専門職員が巡回して

発達障害者支援法

１財源内訳　
　次世代育成ソフト交付金　134,000円

実施が必要である。
発達障がいを早期に発見し、対象児及び保護者に対し就学に向けた適切な支援を行うため

２事務事業評価の反映状況　
　評価結果･･･効率化・改善

会計 001 一般会計 04款 01項 01目 06600000事業 1頁



0

1 頁平成20年 2月13日  13時52分  作成

04 衛生費

01 保健衛生費

02 老人保健事業費

健康対策課

作　成　者：財政課　３（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

当初予算

1501000000

011705

020

00

0

00

がん検診事業

前 年 度

子育てを支援し、お年寄りが元気な

健康づくり・保健サービスの充実

安心して健やかにくらせる健康と福

『ひと』がいきいき

0

210,69361,971000

272,664281,191286,396272,690

前 年 度

現計予算当初予算

0

歳出予算事業概要書

県支出金

21 61,9714 5共済費 諸収 03 03 03 035
7 776賃金 健康診査費負担金
8 47報償費
9 10旅費

11 975需用費
12 2,953役務費
13 267,898委託料

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

がんの早期発見・早期治療を目的に以下の検診を実施する。

減を図ることを目的に各種がん検診を実施する。
がんを早期に発見し、早期治療でその進行を遅らせ、また、撲滅し、ひいては医療費の削

　大腸がん検診　　　　　　　　　　400円　　　　　　　　1,300円
　肺がん検診（喀痰検査のみ）　　　300円　　　　　　　　　900円
　乳がん検診　　　　　　　　　　　600円　　　　　　　　1,800円
　子宮がん検診（頸部+体部）　　 1,200円　　　　　　　　3,600円
　子宮がん検診（頸部のみ）　　　  700円　　　　　　　　2,100円
　胃がん検診（集団）　　　　　　　400円　　　　　　　　1,400円　　　　　　　　　
　胃がん検診（個別）　　　　　　1,100円　　　　　　  　3,400円　　　　　　　　　
　　　　　　70才以上の者及び市民税非課税世帯の者　　　課税世帯の者

料。
受診者負担金については次のとおり負担金を徴収する。ただし、生活保護世帯の方は無　
また、必要な方には、精密検査の受診を勧奨する。
診は、検診車による集団検診を実施する。
等に委託し、７月から１２月の間、個別検診を実施する。また、胃がん検診、肺がん検
胃がん検診、大腸がん検診、子宮がん検診、乳がん検診については、鳥取県西部医師会

健康増進法

１財源の説明　　本人負担金
　胃がん検診（個別）@3,400円×8,190人＋@1,100円×3,510人＝31,707,000円

　乳がん検診　　@1,800円×2,100人＋@600円×900人＝4,320,000円
　大腸がん検診　@1,300円×9,520人＋@400円×4,080人＝ 14,008,000円
　肺がん検診（喀痰検査）@900円×216人＋@300×92人＝222,000円
　　　　　　　（体部あり）@3,600円×154人＋@1,200円×66人＝　633,600円

　　　　　　（集団）@1,400円×　730人＋ @400円×   370人＝  1,170,000円
　子宮がん検診（頸部）@2,100円×4,130人＋@700円×1,770人＝ 9,912,000円

２　事務事業評価の反映状況
　評価結果…胃がん・子宮がん･･･現状維持
　　　　　　大腸がん・乳がん･･･効率化・改善
　　　　　　肺がん･･･充実・拡大
検診受診率及び精密検査受診率の向上、対象者への受診勧奨が必要。

会計 001 一般会計 04款 01項 02目 02000000事業 1頁



0

1 頁平成20年 2月13日  13時53分  作成

04 衛生費

01 保健衛生費

02 老人保健事業費

健康対策課

作　成　者：財政課　３（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

当初予算

1501000000

044979

047

00

0

00

後期高齢者健康診査事業

前 年 度

子育てを支援し、お年寄りが元気な

健康づくり・保健サービスの充実

安心して健やかにくらせる健康と福

『ひと』がいきいき

0

091,541000

91,54191,61100

前 年 度

現計予算当初予算

0

歳出予算事業概要書

県支出金

21 8,50011 206需用費 諸収 03 03 03 035
12 120役務費 健康診査費負担金

21 60,00013 91,215委託料 諸収 03 03 03 207
健康診査広域連合負担金
21 23,041諸収 03 03 03 208
生活機能評価健診介護保険特別会計

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

＜事業の効果＞
糖尿病等の生活習慣病を早期発見することにより、高齢者の生活の質の向上を図ることが

鳥取県西部医師会に委託し、７月から１２月の間、個別健診方式で実施する。

できる。

実施し、健康の保持増進を図る。
　後期高齢者医療広域連合の委託をうけて、７５歳以上の高齢者を対象に健康診査事業を

　受診予定者　１，０００人×＠２１，２１５＝２１，２１５，０００円
特別健診受診者として胃がん検診、大腸がん検診及びその他検査を併せて実施する。
　受診予定者　７，０００人×＠１０，０００円＝７０，０００，０００円
一般健診本人負担額は、広域連合の取り決めにより５００円とする。

高齢者医療確保法

１財源内訳　
健康診査広域連合負担金（課税世帯）@7,500×8,000人＝60,000,000円

　　　　　　　　　　　　　　@5,090円×（8,000人×27%）＝10,994,400円
生活機能評価介護保険負担金　@2,063円×（8,000人×73%）＝12,047,920円

一般健診本人負担金　@500円×7,000人＝3,500,000円
特別健診本人負担金　@5,000円×1,000人＝5,000,000円

会計 001 一般会計 04款 01項 02目 04700000事業 1頁



0

1 頁平成20年 2月13日  13時54分  作成

04 衛生費

01 保健衛生費

03 予防費

健康対策課

作　成　者：財政課　３（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

当初予算

1501000000

002447

001

00

0

00

予防接種事業

前 年 度

子育てを支援し、お年寄りが元気な

健康づくり・保健サービスの充実

安心して健やかにくらせる健康と福

『ひと』がいきいき

0

95,3160000

95,316120,000104,18677,707

前 年 度

現計予算当初予算

0

歳出予算事業概要書

県支出金

4 5共済費
7 240賃金
8 2,316報償費
9 旅費

11 1,546需用費
12 716役務費
13 90,493委託料

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

更に、現在の10代は麻しんワクチンを接種しておらず、かつ、麻しんに罹患していない者
が一定数存在すること、更に、1回目のワクチン接種で免疫を獲得できなかった者が存在

予防接種予診票を対象者に交付し、麻しん・風しん混合、百日せき・ジフテリア・破傷風

するため、この度、10代へのMR（麻しん風しん混合）ワクチン接種が導入された。

ん延を防止する。
乳幼児に対する予防接種を実施することで、集団に感染する恐れのある疾病の発生及びま

更に１０代のMR接種については、鳥取県西部医師会に委託し、個別接種で行う。
実施。ポリオ予防接種については、保健センターで集団方式で実施（年２４回）する。
混合、ジフテリア・破傷風混合、日本脳炎予防接種については、委託医療機関個別方式で

予防接種法第3条

１財源内訳　すべて一般財源

会計 001 一般会計 04款 01項 03目 00100000事業 1頁



0

1 頁平成20年 2月13日  13時54分  作成

04 衛生費

01 保健衛生費

03 予防費

健康対策課

作　成　者：財政課　３（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

当初予算

1501000000

002459

002

00

0

00

結核予防事業（結核健診）

前 年 度

子育てを支援し、お年寄りが元気な

健康づくり・保健サービスの充実

安心して健やかにくらせる健康と福

『ひと』がいきいき

0

4,2470000

4,2474,4104,2474,247

前 年 度

現計予算当初予算

0

歳出予算事業概要書

県支出金

11 3需用費
12 260役務費
13 3,984委託料

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

胸部Ｘ線直接撮影）を勧奨する。

鳥取県保健事業団に委託し、集団方式で実施。1日３～8会場、年間約38日レントゲン車を

者に結核健康診断（胸部Ｘ線検査）を実施し、要精密者、要観察者には精密検査の受診（
結核を早期に発見し、適正な医療の実施と結核のまん延の防止を図るため、４０歳以上の

配車（旧淀江地区含む）する。

感染症予防法第53条の2第3項

１財源内訳　すべて一般財源
２事務事業評価の反映状況

の周知に努める必要がある。
た、感染力が強く、他へ感染する危険があるため、受診率の向上を図るよう健診の必要性

　評価結果・・・現状維持
結核の罹患状況は大幅に改善してきているが、依然として主要な感染症の一つである。ま

会計 001 一般会計 04款 01項 03目 00200000事業 1頁



0

1 頁平成20年 2月13日  13時55分  作成

04 衛生費

01 保健衛生費

03 予防費

健康対策課

作　成　者：財政課　３（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

当初予算

1501000000

002463

003

00

0

00

結核予防事業（予防接種）

前 年 度

子育てを支援し、お年寄りが元気な

健康づくり・保健サービスの充実

安心して健やかにくらせる健康と福

『ひと』がいきいき

0

3,2820000

3,2823,2823,4733,473

前 年 度

現計予算当初予算

0

歳出予算事業概要書

県支出金

4 4共済費
7 200賃金
8 1,722報償費

11 1,311需用費
12 3役務費
13 42委託料

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

月２回（年２４回）ＢＣＧ接種を行う。保健センターで集団方式で実施する。

症防止及び発症した場合の重症化を防ぐとともに、結核のまん延の防止を図る。
生後６ヶ月未満の乳児に予防接種を実施することにより、結核に対する免疫力を高め、発

予防接種法第３条

１財源内訳　すべて一般財源

会計 001 一般会計 04款 01項 03目 00300000事業 1頁



0

1 頁平成20年 2月13日  13時56分  作成

04 衛生費

01 保健衛生費

03 予防費

健康対策課

作　成　者：財政課　３（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

当初予算

1501000000

012184

006

00

0

00

インフルエンザ予防接種事業

前 年 度

子育てを支援し、お年寄りが元気な

健康づくり・保健サービスの充実

安心して健やかにくらせる健康と福

『ひと』がいきいき

0

57,25817,600000

74,85880,59182,13973,585

前 年 度

現計予算当初予算

0

歳出予算事業概要書

県支出金

21 17,6004 3共済費 諸収 03 03 03 122
7 408賃金 インフルエンザ予防接種負担金
8 報償費
9 4旅費

11 225需用費
12 1,700役務費
13 72,518委託料

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

65歳以上の高齢者及び60歳以上65歳未満で心臓､腎臓､もしくは呼吸器の機能または呼吸器

重症化を防止し、合わせてそのまん延の予防に資する事を目的とする｡
インフルエンザの予防接種を実施することにより、インフルエンザによる高齢者の発病､

のものは自己負担金（500円）を徴収する。ただし、生活保護世帯のものは無料。
個別接種方式で実施｡実施回数は一人一回で、自己負担金（1,000円）、市民税非課税世帯
齢者には全員に個別通知をするほか、広報等で周知を図る｡鳥取県西部医師会に委託し、
省令で定める者のうち、希望する者にインフルエンザ予防接種を実施する｡65歳以上の高
の機能またはヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能に障害を有するものとして厚生労働

予防接種法第３条

１財源内訳
　本人負担金

必要である。そのため、引き続き個人通知、市報等による情報提供と周知を図る必要が
高齢者の増加により、個人及び集団免疫力の低下が考えられることから、受診率の向上が
　評価結果…効率化・改善
２事務事業評価の反映状況

　＠1,000円×13,200人＝13,200,000円
　　＠500円× 8,800人＝ 4,400,000円

ある。

会計 001 一般会計 04款 01項 03目 00600000事業 1頁



0

1 頁平成20年 2月13日  09時41分  作成

04 衛生費

02 清掃費

01 清掃総務費

環境政策課

作　成　者：財政課　４（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

当初予算

1002000000

043640

031

00

0

00

家庭系生ごみ減量化事業

前 年 度

ゆとりある心豊かな米子

清潔な環境づくり

魅力あふれる定住のまちづくり

『暮らし』がいきいき

0

3303,000000

3,3303,6713,9893,989

前 年 度

現計予算当初予算

0

歳出予算事業概要書

県支出金

14 3,00011 30需用費 手数 02 03 01 008
13 300委託料 ごみ処理手数料
19 3,000負担金補助及び交付

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

　　　する意識を高めるために、生ごみ処理機及び処理容器の購入に際して助成を行う。
　　　　また、生ごみ回収モデル事業の実施により、生ごみ分別回収や生ごみ堆肥化につ

（１）生ごみ処理機等購入費助成

　　　会の一手段となる。
　　　ごみ減量化を促進し、市民のごみ分別意識の向上が期待でき、市の目指す循環型社
　　　　一般家庭から排出される生ごみの自己処理や減量化・堆肥化を促進し、市民の生
（２）事業効果
　　　いての効果や可能性を検討する。

　　　　可燃ごみの約４０％を占める生ごみの減量化の推進及び市民の生ごみ減量化に対
（１）事業の概要

　　　　対象　　　200世帯
（２）生ごみ回収モデル事業
　　　　補助　　　300万円

ア．財源内訳
　　・ごみ処理手数料　　3,000千円
　　・一般財源　　　　　　330千円

会計 001 一般会計 04款 02項 01目 03100000事業 1頁



0

1 頁平成20年 2月13日  09時45分  作成

04 衛生費

02 清掃費

02 塵芥処理費

環境事業課

作　成　者：財政課　４（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

当初予算

1004000000

002590

001

00

0

00

クリーンセンター運転事業

前 年 度

ゆとりある心豊かな米子

清潔な環境づくり

魅力あふれる定住のまちづくり

『暮らし』がいきいき

0

611,320433,582000

1,044,9021,165,378986,259970,659

前 年 度

現計予算当初予算

0

歳出予算事業概要書

県支出金

14 389,3171 3,640報酬 手数 02 03 01 002
4 626共済費 可燃物処理手数料

21 1067 賃金 諸収 03 03 03 003
8 579報償費 庁舎電気等使用料（環境事業課）

21 24,45911 155,601需用費 諸収 03 03 03 080
12 197役務費 余熱発電電力収入

21 9313 772,746委託料 諸収 03 03 03 081
14 使用料及び賃借料 有価物等売払収入（環境事業課）

21 19,60715 100,000工事請負費 諸収 03 03 03 118
16 11,235原材料費 可燃物処理費負担金
18 278備品購入費

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

（２）事業効果
　　　適切に運転管理することで、安定した可燃ごみの焼却処理を行うことができる。

（１）事業計画

　　　米子市クリーンセンターの運転管理業務
（１）事業概要

　　焼却処理することにより、市民の快適な生活環境を確保する。
　　米子市及び日吉津村から排出される可燃ごみの全量を、安全かつ衛生的に

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

１財源内訳
（１）可燃物処理手数料：施設に持ち込まれたごみの量に応じて徴収。

（４）有価物等売払収入：溶融した焼却灰に含まれる金属成分を固形化し売却する。
　　　　　　　　　　　　施設内で使用するが余剰分を売電する。
（３）余熱発電電力収入：ごみ焼却時に発生する熱をボイラーで回収して発電する。
　　　　　　　　　　　　電気使用料

　　　（平成19年4月から190円/10kg)
（２）庁舎電気等使用料：米子市クリーンセンター内に設置された自動販売機の

（５）可燃物処理費負担金：日吉津村内のごみ処理経費負担金
２事務事業評価の反映状況
　　評価結果・・・効率化・改善：1次評価を支持する
　　　増嵩する処理経費を最小限に抑えるため、各委託業務の内容を精査した。

会計 001 一般会計 04款 02項 02目 00100000事業 1頁



0

1 頁平成20年 2月13日  09時42分  作成

04 衛生費

02 清掃費

02 塵芥処理費

環境政策課

作　成　者：財政課　４（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

当初予算

1002000000

012434

021

00

0

00

分別収集事業（環境政策課）

前 年 度

ゆとりある心豊かな米子

清潔な環境づくり

魅力あふれる定住のまちづくり

『暮らし』がいきいき

0

229,147237,868000

467,015474,057470,231474,231

前 年 度

現計予算当初予算

0

歳出予算事業概要書

県支出金

14 1301 報酬 手数 02 03 01 003
4 共済費 許可申請手数料

14 237,1297 賃金 手数 02 03 01 008
8 4,581報償費 ごみ処理手数料

17 911 1,691需用費 財産 01 01 01 008
12 役務費 土地貸付料（環境政策課）

21 60013 460,580委託料 諸収 03 03 03 209
19 163負担金補助及び交付 広報広告料（環境政策課）
27 公課費

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

　　　住民啓発等を行い、一般廃棄物の資源化・適正処理を推進する。
　　　　また、資源ごみの集団回収を実施している自治会・子供会等の団体に対して、奨

（１）ごみの分別収集の実施

　　　　一般廃棄物の資源化・適正処理、ごみ問題に対する意識の向上が図られる。
（２）事業効果

　　　励金を交付することにより、ごみのリサイクルと減量化を推進する。

　　　　一般家庭から排出されるごみの分別収集を実施するとともに、その実施のための
（１）事業の概要

　　　　　

（５）啓発事業の実施

（４）ごみ分別収集カレンダーの作成、配付

　　　　　　　　　　空瓶ケース類 1個あたり6円、金属類・衣類 1kgあたり3円
　　　　奨励金の額　古紙類 1kgあたり5円、空瓶類 1本あたり3円
　　　資源ごみ回収運動推進団体への奨励金の交付　約80団体予定
（３）資源ごみ回収運動推進事業の実施

　　　使用済乾電池・蛍光管、白色発泡スチロール・トレーの処理委託
（２）ごみ等の委託処理の実施

　　　6種13分別

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条の２に基づき、一般廃棄物の処理は市の責務

ア．財源内訳
　　・特定財源

イ．事務事業評価の反映状況
　　・一般財源　　　　　　　　229,147千円　　　　　　　　　　
　　　　広報広告料　　　　　　　　600千円
　　　　土地貸付料　　　　　　　　  9千円

　　　　許可申請（更新）手数料　　130千円
　　　　ごみ処理手数料　　　　237,129千円

　　・一般廃棄物収集運搬事業…効率化・改善
　　・資源ごみ回収運動推進事業…充実・拡充

会計 001 一般会計 04款 02項 02目 02100000事業 1頁



0

1 頁平成20年 2月13日  09時42分  作成

04 衛生費

02 清掃費

02 塵芥処理費

環境政策課

作　成　者：財政課　４（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

当初予算

1002000000

042018

031

00

0

00

ごみ有料化事業

前 年 度

ゆとりある心豊かな米子

清潔な環境づくり

魅力あふれる定住のまちづくり

『暮らし』がいきいき

0

074,506000

74,50676,80194,345117,245

前 年 度

現計予算当初予算

0

歳出予算事業概要書

県支出金

14 74,5068 1,090報償費 手数 02 03 01 008
9 旅費 ごみ処理手数料

11 50需用費
12 51,991役務費
13 21,375委託料
14 使用料及び賃借料
19 負担金補助及び交付

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

を達成するためには、更なるごみの減量化を推進していかなければならない。
　平成１９年４月１日から、ごみ減量化の一層の推進、ごみ排出量に応じた費用負担の

１　事業計画

袋又は収集シールの料金として処理手数料を徴収する。
　有料化したごみの区分は可燃ごみ・不燃ごみ（不燃性粗大ごみを含む）で、指定ごみ
実施した。
公平性・平等性の確保、ごみ処理経費に係る財源確保の観点から、ごみ処理の有料化を

排出量を平成１２年度のごみ排出量と比較して８％減量することとしており、この目標
　平成１８年３月に策定した米子市一般廃棄物処理基本計画では、平成２２年度のごみ

　ごみ処理手数料収入見込み総額　　336,957千円
　ごみ排出量減量見込み　１9年度の減量効果の継続と減量の一層の推進
２　事業効果
（３）ボランティア清掃用指定ごみ袋、収集シールの製造、配布
　　　　指定袋等取扱店等で指定袋・収集シールを販売、交付
　　　　収集シール　　　　　　 　処理手数料　60円
　　　　　　　　　  小袋(10㍑）　処理手数料　15円
　　　　　　　　　　中袋(20㍑）　処理手数料　30円
　　　　指定ごみ袋　大袋(40㍑）　処理手数料　60円
（２）指定ごみ袋・収集シールの製造、販売
（１）有料化の実施　平成19年4月1日から

（１）財源内訳
　　　・ごみ処理手数料　　　　　　 　 74,506,000円
（２）事務事業評価の反映状況
　　　実施
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0

1 頁平成20年 2月13日  09時46分  作成

04 衛生費

02 清掃費

02 塵芥処理費

環境事業課

作　成　者：財政課　４（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

当初予算

1004000000

043018

032

00

0

00

溶融スラグストックヤード整備事業

前 年 度

ゆとりある心豊かな米子

清潔な環境づくり

魅力あふれる定住のまちづくり

『暮らし』がいきいき

0

900209,3000101,945

311,335311,822255,865255,865

前 年 度

現計予算当初予算

0

歳出予算事業概要書

県支出金

15 101,9451 0報酬 国庫 02 03 01 004
4 0共済費 循環型社会形成推進交付金

22 209,3008 0報償費 地方 01 02 01 003
9 65旅費 溶融スラグストックヤード整備事業

11 6,200需用費
12 500役務費
13 1,035委託料
15 298,035工事請負費
18 5,500備品購入費

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

（２）事業効果
　旧米子市清掃工場は、米子市クリーンセンターの設置に伴い廃止した施設であり、ダイ

（１）事業計画

有効利用を図る。
とどまっており、解体跡地に一定量保管できるスックヤードを建設することで、さらなる
　また、溶融スラグの有効利用については、現在暫定的な置場を利用しての試験的利用に
オキシン類対策、防災上からも早急に解体する必要がある。

　旧米子市清掃工場を解体し、跡地に溶融スラグストックヤードを建設する事業。
（１）事業概要

　　場内作業（スラグ積込み）用車両として１台購入
　②ホイールローダー（４輪駆動トラクタショベル）の購入
　　貯留容量約900立方m（300立方m×3区画）
　　鉄骨造平屋建て　延べ床面積697.80㎡
　①旧米子市清掃工場を解体→跡地に溶融スラグストックヤードを建設

循環型社会形成推進交付金交付要綱

１財源内訳
（１）循環型社会形成推進交付金　 101,945,000円

　　評価結果・・・現状維持：1次評価を支持する
２事務事業評価の反映状況

（２）地方債 　　　　　　　　　  209,300,000円
（３）上記記載以外は一般財源　　      90,000円
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0

1 頁平成20年 2月13日  09時43分  作成

04 衛生費

02 清掃費

02 塵芥処理費

環境政策課

作　成　者：財政課　４（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

当初予算

1002000000

043641

034

00

0

00

不法投棄対策事業（啓発）

前 年 度

ゆとりある心豊かな米子

清潔な環境づくり

魅力あふれる定住のまちづくり

『暮らし』がいきいき

0

01,31205000

1,8122,2761,5001,500

前 年 度

現計予算当初予算

0

歳出予算事業概要書

県支出金

14 1,3121 42報酬 手数 02 03 01 008
11 500需用費 ごみ処理手数料

16 50013 1,000委託料 都道 02 03 02 005
19 270負担金補助及び交付 投棄・漂着廃棄物処理事業補助金

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

理解・協力を得るために、防止対策を強化する必要がある。
　不法投棄は犯罪であるという広報・啓発とともに、看板の設置や、パトロールコース

（１）事業計画

域の環境美化対策を行う。
止対策を行う。また、ポイ捨て禁止条例の施行や、看板の設置など、ポイ捨て禁止、地
策補助金の交付など、不法投棄をさせない環境整備等について行政と地域が連携して防
の拡大、不法投棄常習地区を対象にした不法投棄監視員の設置、各地区への不法投棄対

ではという市民からの意見も多い。地域の環境を守り、また、ごみ有料化実施に市民の
　ごみ有料化の実施に伴い、不法投棄、不適正なごみの持ち出し、ポイ捨てなどが増え

　　　不法投棄、ポイ捨て等をさせない環境整備と意識啓発が図られる。
（２）事業効果
　　⑧啓発　　広報よなご、ホームページ、部用車など　
　　⑦犬の糞処理袋の配布　　
　　⑥ポイ捨て禁止条例の施行
　　⑤ごみステーションでの指導・啓発　
　　④パトロールコースの拡大と緊急対応体制の強化
　　③不法投棄監視員の設置　　６地区×１名
　　②不法投棄対策補助金　　２７地区
　　①不法投棄禁止看板、環境美化・ポイ捨て禁止看板の設置

（１）財源内訳
　　　・ごみ処理手数料　　　　　　1,312,000円
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0

1 頁平成20年 2月13日  09時46分  作成

04 衛生費

02 清掃費

02 塵芥処理費

環境事業課

作　成　者：財政課　４（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

当初予算

1004000000

043705

035

00

0

00

不法投棄対策事業

前 年 度

ゆとりある心豊かな米子

清潔な環境づくり

魅力あふれる定住のまちづくり

『暮らし』がいきいき

0

1,2000000

1,2001,8061,0001,000

前 年 度

現計予算当初予算

0

歳出予算事業概要書

県支出金

12 1,200役務費

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

　に基づき適正に処理する。ただし、処理を依頼する際に事前にリサイクル料金を
　振り込む必要がある。

（１）事業計画

　不法投棄され、市において回収した特定家電品4品目とパソコンをリサイクル関連法に
（１）事業概要

　②不法投棄された家庭用パソコンの処理を製造メーカー等に依頼する。
（特定家電５品目：エアコン､冷蔵庫､テレビ、洗濯機､冷凍庫）
　①不法投棄された特定家電５品目を定められた場所に搬入し、処理を依頼する。

家電リサイクル法・資源有効利用促進法

１財源内訳
　　　一般財源のみ
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0

1 頁平成20年 2月13日  09時44分  作成

04 衛生費

02 清掃費

02 塵芥処理費

環境政策課

作　成　者：財政課　４（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計

当初予算

1002000000

044073

036

00

0

00

ごみ有料化周知事業

前 年 度

ゆとりある心豊かな米子

清潔な環境づくり

魅力あふれる定住のまちづくり

『暮らし』がいきいき

0

021,148000

21,14824,68929,67031,960

前 年 度

現計予算当初予算

0

歳出予算事業概要書

県支出金

14 21,01011 20,848需用費 手数 02 03 01 008
12 104役務費 ごみ処理手数料

21 13813 196委託料 諸収 03 03 03 209
広報広告料（環境政策課）

款

項

目

所属課ｺｰﾄﾞ

所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

成するためには、更なるごみの減量化を推進していかなければならない。
　平成１９年４月１日から、ごみ減量化の一層の推進、ごみ排出量に応じた費用負担の公

１　事業計画

又は収集シールの料金として処理手数料を徴収する。
　有料化したごみの区分は可燃ごみ・不燃ごみ（不燃性粗大ごみを含む）で、指定ごみ袋
した。
平性・平等性の確保、ごみ処理経費に係る財源確保の観点から、ごみ処理の有料化を実施

出量を平成１２年度のごみ排出量と比較して８％減量することとしており、この目標を達
　平成１８年３月に策定した米子市一般廃棄物処理基本計画では、平成２２年度のごみ排

　ごみ処理手数料収入見込み総額　　336,957千円
　ごみ排出量減量見込み　平成１９年度の減量効果の継続と減量の一層の推進
２　事業効果
（２）負担軽減措置の実施　対象者に指定ごみ袋の交付
　　　　よなごみ通信（ごみ情報誌）、ホームページ等
（１）住民等への周知・啓発

（１）財源内訳
　　・ごみ処理手数料　　　　　　　　　 21,010,000円

　　　実施

　　・広報広告料　　　　　　　　　　　　　138,000円
（２）事務事業評価の反映状況
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